


業績サマリー

対前年同期比、増収減益
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※EBITDA＝税引前当期利益＋減価償却費＋支払利息

 売 上：対前年同期比564百万円の増収

 営業利益：売上原価及び販管費の増加により、対前年同期比△126百万円の減益

 経常利益：受取補償金の減少及び為替の影響により、対前年同期比△206百万円の減益

11,806 百万円 559 百万円 789 百万円 2,917 百万円
対前年同期比

増減率 5.0% △18.4% △20.8% △1.9%

EBITDA ※経常利益営業利益売上高









増減額 増減率

売上総利益 3,637 3,683 45 1.3%
売上総利益率 32.4% 31.2% △1.2% －

販売費及び一般管理費 2,952 3,124 172 5.8%
販管費率 26.3% 26.5% 0.2% －

営業利益 685 559 △ 126 △18.4%
営業利益率 6.1% 4.7% △1.4% －

経常利益 996 789 △ 206 △20.8%
経常利益率 8.9% 6.7% △2.2% －

親会社株主に帰属する当期純利益 631 479 △ 152 △24.2%
当期純利益率 5.6% 4.1% △1.6% －

設備投資額 2,731 2,368 △ 362 △13.3%
減価償却費 1,950 2,093 143 7.3%
EBITDA 2,973 2,917 △ 56 △1.9%
研究開発費 64 58 △ 5 △9.0%

売上原価 7,603 8,122 518
売上高 11,241 11,806 564 5.0%

6.8%

23.8期_3Q 24.8期_3Q 対前年同期比

損益計算書（PL）
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（単位：百万円）

（※記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております）



対前期末比
増減額

流動資産 6,032 6,434 401  現金及び預金の増加等

現金及び預金 3,211 3,685 473
固定資産 14,866 15,174 308  レンタル資産の増加等

レンタル資産（純額） 10,805 11,040 234
資産合計 20,898 21,608 709
負債合計 12,392 12,705 312  長期借入金の調達等

株主資本 8,421 8,793 371
純資産 8,505 8,902 396  利益剰余金の増加等

負債・純資産合計 20,898 21,608 709
自己資本比率（％） 40.4% 40.8% 0.4%

23.8期_4Q 24.8期_3Q コメント

貸借対照表（BS）
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（単位：百万円）

（※記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております ）
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2024.8期通期連結業績予想の修正について



通期業績予想の修正について
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物流事業：
レンタルは物流の2024年問題の解決
策の１つとなる輸送用パレットの伸
長及び保管用パレットの需要回復を
見込み、前年並みの伸長率で計画

コネクティッド事業：
ICTの新サービス「DXタグ」による
物品管理及び牛の発情・体調不良検
知の大口受注を複数見込んだ計画

物流事業：
輸送用パレットは順調に推移する
も、保管用パレットは、円安の影響
による輸入価格の上昇や物価上昇に
よる消費者の節約志向などの理由に
より貸出先倉庫の荷動きが停滞し、
需要は低迷
コネクティッド事業：
DXタグは牛の発情・体調管理の受注
は増加も、大口受注には至らず

売上高は好調な販売等により期初想定
を維持。レンタルは、輸送用は順調も
保管用レンタルの需要が想定を下回
り、期初の伸長率を下回る見込み。
DXタグは今期の大口受注が見込めて
いない。
利益率の高いレンタルとDXタグの売
上高減少により、営業利益、経常利
益、親会社株主に帰属する当期純利益
が期初公表値を下回る見込みとなった
ため、通期業績予想を修正する。

期初 現状 計画修正

23.8期通期 24.8期通期 24.8期通期
（実績） （期初公表値） （修正） 増減額 増減率

  売上高 14,833 15,900 15,900 - -

  営業利益 830 1,030 650 △ 380 △36.9%

  経常利益 1,192 1,260 950 △ 310 △24.6%
親会社株主に帰属する
当期（四半期）純利益 743 819 615 △ 203 △24.9%

１株当たり
当期（四半期）純利益 97.11 106.93 80.30 - -

対期初公表値比
（単位：百万円）



通期業績予想の修正について（売上高詳細）
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物 流 事 業 ： 販売が好調である一方で主力のレンタルについては、輸送用は順調に伸長しているが、
保管用パレットは、円安の影響による輸入価格の上昇や物価上昇による消費者の節約志
向などの理由により貸出先倉庫の荷動きが停滞し、需要が想定を下回る

コネクティッド事業：ビークルソリューションは好調である一方、ICTの新サービス「DXタグ」の大口受注
を複数見込んでいたが、実証実験及び受注は増加も、大口契約には至らず

24.8期_通期 24.8期_通期 23.8期_通期
（期初公表値） （修正） 増減額 増減率 （実績） 増減 増減率

レンタル 10,552 9,889 △ 662 △6.3% 9,583 305 3.2%

販売 3,471 4,288 817 23.5% 3,558 729 20.5%

AS 142 117 △ 24 △17.4% 115 1 1.7%

物流IoT 450 452 2 0.5% 425 26 6.2%

合計 14,615 14,747 131 0.9% 13,683 1,063 7.8%

ICT 924 728 △ 195 △21.2% 800 △ 71 △8.9%
ビークル

ソリューショ 360 424 64 17.8% 349 74 21.3%

合計 1,284 1,152 △ 131 △10.3% 1,149 2 0.2%

15,900 15,900 - - 14,833 1,066 7.2%

980 1,036 56 5.7% 602 434 72.1%（うち海外）

対期初公表値比 対前年同期比

物
流
事
業

コ
ネ
ク

テ
ィ
ッ
ド

事
業

全社合計

（単位：百万円）



通期業績予想の修正について（PL）
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23.8期_通期 24.8期_通期 24.8期_通期
（実績） （期初公表値） （修正） 増減額 増減率

売上高 14,833 15,900 15,900 - -
売上原価 10,033 10,496 10,977 481 4.6%
売上総利益 4,800 5,403 4,922 △ 481 △8.9%

売上総利益率 32.4% 34.0% 31.0% △3.0% -
販売費及び一般管理費 3,970 4,373 4,272 △ 101 △2.3%

販管費率 26.8% 27.5% 26.9% △0.6% -
営業利益 830 1,030 650 △ 380 △36.9%

営業利益率 5.6% 6.5% 4.1% △2.4% -
経常利益 1,192 1,260 950 △ 310 △24.6%

経常利益率 8.0% 7.9% 6.0% △1.9% -
当期純利益 743 819 615 △ 203 △24.9%

当期純利益率 5.0% 5.2% 3.9% △1.3% -
設備投資額 3,731 5,028 3,743 △ 1,284 △25.6%
減価償却費 2,621 3,070 2,846 △ 224 △7.3%
EBITDA 3,785 4,384 3,843 △ 540 △12.3%
研究開発費 96 120 105 △ 14 △12.4%

対期初公表値比（単位：百万円）

（※記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております）
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物流の2024年問題に対する最新情報



物流の2024年問題に対する施策最新情報
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国土交通省は、令和3年9月から検討を進めていた官民物流標準化懇談会
パレット標準化推進分科会の最終とりまとめを公表（2024年6月28日）

出所：国土交通省







物流の2024年問題に対する施策最新情報
及び今後の戦略について

 手積み手下ろしからパレット輸送化への加速

・家庭紙パレット共同利用研究会での共同利用・共同回収の取り組みは
着実に拡がっており、ナショナルブランド企業の運用開始が決定

・玄米、フローズン業界、紙加工品のパレット輸送化の拡大

 物流の川上から川下までのあらゆる課題解決に取り組むソリューション提案企業として、
物流の2024年問題の解決に繋がるDXサービスを提供する

・ICTのDXタグをパレット等の物品管理での活用をスタートする。大手ファストフード物流会社から受注済
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「物流標準化促進事業費補助金（労働力不足に対応する
ための標準仕様パレットの利用促進支援事業）」の募集
https://pacific-hojo.com/pallet/service/

⇒当社は国土交通省補助事業の採択を受けた共同管理主体
の企業の１社に選出

 ５月

出所：国土交通省
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参考資料



24年8月期トピックス
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年月 対象事業 トピックス

2023年9月 アシストスーツ 外骨格型パッシブタイプのアシストスーツ サポートジャケット「Bb+PROⅢ」「Bb+Air」を発売

2023年9月 全社 国際物流総合展2023第3回INNOVATION EXPO出展@東京ビックサイト

2023年9月 レンタル 全農物流株式会社と、米穀のパレット輸送を拡大するためのパレット管理システムを共同開発し、運用を開始

2023年10月 全社 日本経済新聞朝刊17面に取材記事が掲載

2023年11月 全社 BSテレ東経済番組「マネーのまなび」に「物流2024年問題」の解決に挑む成長企業として代表取締役酒田義矢
がインタビュー出演

2023年11月 全社 「第7回日経スマートワーク経営調査」3星に認定

2023年11月 全社 「物流の2024年問題」対策セミナーを開催

2024年2月 ICT 「DXタグ®」による牛の発情・体調不良検知の自動化 全国各地で実証実験を実施し、正式リリース

2024年3月 全社 「健康経営銘柄2024」に初選定、「健康経営優良法人（ホワイト500）」に4年連続認定

2024年4月 全社 「UスマホKENPIN®」サービスイン

2024年4月 レンタル サステナビリティ：4つの当社マテリアリティに基づく、2030年度目標を策定

2024年５月 レンタル 日本パレットレンタル株式会社との共通サービス基盤「X-Rental®オープンプラットフォーム」
本格共通運用開始



売上高詳細（四半期毎）
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（単位：百万円 増減率：％）

AS＝アシストスーツ VS＝ビークルソリューション ※増減率は対前年同期比で計算しております

（※記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております ）

売上 増減率 売上 増減率 売上 増減率 売上 増減率 売上 増減率 売上 増減率 売上 増減率 売上 増減率 売上 増減率 売上 増減率 売上 増減率

ﾚﾝﾀﾙ 2,172 0.1 2,132 4.4 2,153 6.7 2,290 8.8 2,420 11.4 2,338 9.7 2,358 9.6 2,465 7.6 2,483 2.6 2,431 3.9 2,424 2.8

販売 744 6.7 651 -8.7 876 -9.5 739 -5.6 945 27.0 917 40.8 1,020 16.4 675 -8.6 961 1.7 1,014 10.6 1,201 17.7

AS 28 -29.9 29 -27.4 38 -6.9 25.4 -51.4 49 74.4 23 -18.9 23 -39.6 19 -24.9 27 -44.0 19 -17.0 44 89.8

物流IoT 106 19.5 111 17.9 118 8.2 98.5 -7.4 105 -0.4 109 -1.6 104 -11.5 105 7.2 107 1.4 136 24.8 109 4.1

合計 3,051 1.8 2,924 1.2 3,186 1.5 3,154 6.4 3,521 15.4 3,389 15.9 3,507 10.1 3,265 3.5 3,579 1.7 3,602 6.3 3,779 7.8

ICT 163 46.9 144 48.4 196 34.7 141 3.4 156 -4.2 229 59.5 199 1.9 213 51.1 201 28.3 192 -16.1 152 -23.7

VS 87 -19.8 58 -46.7 108 -8.0 112 2.6 69 -19.9 69 19.0 97 -10.2 112 0.1 104 49.5 96 37.8 98 0.7

合計 250 14.4 202 -2.1 304 15.6 254 3.0 226 -9.7 299 47.8 297 -2.4 326 28.5 305 34.8 288 -3.6 250 -15.7

3,302 2.6 3,127 1.0 3,491 2.6 3,408 6.2 3,748 13.5 3,688 18.0 3,804 9.0 3,592 5.4 3,885 3.7 3,891 5.5 4,029 5.9

124 -2.9 133 9.0 128 -2.4 152 25.9 147 17.9 145 8.7 140 9.1 169 10.8 373 153.8 168 16.0 336 139.3

１Q ２Q 3Q３Q１Q ２Q

22.8期

１Q ２Q ３Q 4Q

23.8期 24.8期

全社合計

(うち海外)

物
流
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業
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4Q



【免責事項】

本資料の作成に当たり、当社は当社が入手可能な情報の正確性や安全性に依拠し、前提と
していますが、その正確性あるいは安全性について、当社は何ら表明及び保証するもので
はありません。また、発表日現在の将来に関する前提や見通し、計画に基づく予想が含ま
れている場合がありますが、これらの将来に関する記述は、当社が現在入手している情報
及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、当社として、その達成を約束す
るものではありません。当該予想と実際の業績の間には、経済状況の変化や他社との競合、
法規制の変更等、今後のさまざまな要因によって大きく差異が発生する可能性があります。
なお、当社は新たな情報や将来の事象により、本資料に掲載された将来の見通しを修正し
て公表する義務を負うものではありません。
本資料は、投資勧誘目的で作成されたものではありません。
実際に投資を行う際は、本資料を全面的に依拠した投資判断を下すことはお控えください。
いかなる目的でも、本資料の一部または全部を、無断で転載、二次利用することはご遠慮
ください。




